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Ⅰ．協会の概要
１．協会の目的と事業

（１）目的

本協会は、港湾整備等に携わる潜水士の技術の向上、労働災害の防止及
び計画的養成を行うことにより、潜水事業の健全な発展を図り、港湾等の
社会資本整備の促進及び海洋開発の進行に資することを目的とする。

（２）事業

-１）潜水事業の健全な発展に関する事業

-２）潜水技術の向上及び伝承に関する事業

-３）潜水作業の安全管理に関する事業

-４）潜水士の教育・訓練及び養成に関する事業

-５）潜水士の技術の認定に関する事業

-６）潜水に関する情報の収集及び調査研究に関する事業

-７）潜水にかかる技術支援に関する事業

-８）関係政府機関等に対する意見の具申等に関する事業

-９）その他、本協会の目的を達成するため必要な事業
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２．会員数

１種会員：潜水業を営む法人
２種会員：潜水作業を行う個人
３種会員：本会の趣旨に賛同した法人
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令和２年６月
2020

令和３年６月
2021

令和４年６月
2022

令和５年６月
2023

令和６年６月
2024

１種会員
（普通）

１６０ １５８ １６０ １５９ １５８

２種会員
（特別）

２１６ ２０６ ２０５ ２０２ １９６

３種会員
（賛助）

１６２ １６０ １６１ １６０ １５８

合 計 ５３８ ５２４ ５２６ ５２１ ５１２



３．港湾潜水技士

（１）認定試験の運用

-１）港湾工事等での潜水作業が、必要な精度を保ち安全に行われるため

には専門的知識と技術力が必要となるため、日本潜水協会では港湾潜

水技士の資格認定制度を運用

-２）現在、特別港湾潜水技士並びに港湾潜水技士（１級〜３級）の資格

-３）これらの資格は国土交通省の「公共工事に関する調査及び設計等の

品質確保に資する技術者資格登録制度」に登録資格として認定

-４）日本潜水協会では港湾潜水技士認定試験を毎年実施するとともに、

５年に一度の受講が必須になっている資格更新講習を実施

-５）若手潜水士の育成を図るために、指定した高校について経験年数の

短縮を認め、令和３年度から港湾潜水技士資格３級の学科試験の在学

時受験を実施、対象となる高校の拡大を図る

-６）令和６年度は港湾潜水技士（ １級〜３級）認定試験を９月２９日

また、特別港湾潜水技士認定試験を１１月２４日に実施
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（２）港湾潜水技士 実技試験の模様



（３）港湾潜水技士資格有効者数

港湾潜水技士合格者数：期間内に上位資格を取得した場合には、重複して計上

   年度
区分

H30 
2018

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

計

特別 231 24 17 21 17 47 357

１級 43 34 35 25 37 35 209

２級 68 64 49 37 56 69 343

３級 9 7 9 7 14 9 55

計 351 129 110 90 124 160 964
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更新講習受講者数                                                                                 

   年度
区分

H30
2018 

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

計

特別 - - - 3 4 159 166

１級 97 113 58 118 92 68 546

２級 34 35 40 54 57 44 264

３級 5 2 1 6 2 8 24

計 136 150 99 181 155 279 1000



Ⅱ．潜水士の担い手確保・育成に関する取り組み

１．方針

平成29年度に策定した「潜水士後継者育成・技術伝承基本方針」及

び「同・アクションプログラム」に基づき、潜水士の人材供給源と

なっている岩手県立種市高校や全国の水産・海洋高校との交流、連携

に努める。

２．港湾潜水技士在学受験

指定された高校について必要経験年数の短縮を認めるとともに、特

に、令和３年度から港湾潜水技士資格3級の学科試験の在学時受験を認

め、さらに対象となる高校の拡大を図る。

©️ 一般社団法人 日本潜水協会 7



©️ 一般社団法人 日本潜水協会
8

３．担い手の育成
（１）後継者育成アクションプログラム
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（２）基本方針と具体的な取組み



Ⅲ．潜水作業におけるICT技術導入の取り組み

１．連携

国土交通省九州地方整備局、関東地方整備局、港湾空港技術研究所、

海洋調査協会等と連携して潜水作業におけるICT技術の導入のための研究

を実施

２．港湾におけるi-Construction推進委員会

委員会への参画等を通じて潜水作業におけるi-Constructionの進展の

ための検討を進める

©️ 一般社団法人 日本潜水協会 10



３．ＲＯＶに期待することと課題

（１）ＲＯＶとの協働

-１）災害時や初めてでの場所の事前確認

-２）潜水作業の見守り

-３）ＲＯＶにより広範囲に調査を行い、気になる点を抽出し、潜水士

が確認

（２）課題

-１）ＲＯＶの価格

-２）水中での3次元位置の把握

-３）水中の濁り対策
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４．ICTを活用した工事安全対策モデル工事の実施

出典：「港湾におけるi-Construction・インフラDX推進委員会資料」（国土交通省港湾局2024.11.26）
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５．事例
（１）海中作業用パワーアシストスーツ」

出典；デーリー東北
２０２２年６月１４日
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（２）水中音響測位システム搭載「水中バックホウ」による施工

出典：Ace 2024.02
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Ⅳ．潜水作業の将来
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１．ＩＣＴ技術の導入
潜水作業の安全性・生産性を向上を図るため、ICT技術を導入する。
潜水士が減少している状況の中で、若手潜水士はROVなどIT機器に魅力を

感
じている。操作への順応も早く、担い手育成の一環として効果が期待される。

（１）捨石投入管理 ： マルチビーム測深データより、投入位置と量を算定し
て、タブレットを使い捨石投入管理を行う。

（２）潜水士位置 ： 水中トランスポンダで、潜水士の位置を把握する。
（３）ブロック据付 ： 起重機船オペレーターはモニターで潜水士位置を確

認、合図は潜水士と直接水中電話とトランシーバーを介
して行う。

（４）出来形管理 ： 管理基準に基づき、水中スタッフ、水中水準装置、ナ
ローマルチ、着床式ソナーなどの機器を選択して使用

（５）作業の機械化 ： 潜水士と水中機器が協働して、水中作業を効率化
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２．安全性と生産性の向上

（１）安全性の向上（潜水作業の見える化）

①．船上作業者（船上モニター） ②．潜水士（水中モニター）

（２）生産性の向上（機械化とICT導入）

-１）潜水作業の機械化 ： 捨石均し機、水中バックホウ、AIによる

情報分析

-２）測量データの活用 ： マルチビームデータの有効活用

ダイバーカメラ
アイカメラ
ROV

バイタル情報
可視化

船上作業状
況

施工図面潜水時間

Ｄカメラ

体調

アイカメラ
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３．潜水業の課題
（１）潜水業務の減少

作業効率向上のため水中作業の機械化により、潜水業を支えて
きた基礎捨石均し作業が機械化に移行する状況にあり、捨石均し
の潜水業務は減少
捨石均しを専門とする潜水会社の経営に影響

（２）潜水士の減少
適正な潜水士数を現在の３３００人体制を維持するためには、

毎年１００人の新規潜水士の入職が必要
（３）技術力の低下

潜水作業の減少により、潜水技術を伝承する機会も減少
技術力の高いベテラン潜水士は高齢化して年々退職、若手入職

者が少ない現状から、指導者・若手の双方が不足して潜水技術力
は低下する

（４）緊急事対応
大震災や水中大型プロジェクトなどに対応することが困難にな

り、従来のような作業体制を作ることができなくなる
必要時に、海外潜水士を雇用する方法もあるが、国土保全・防

衛上の観点からも自国潜水士による施工が望ましい。
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４．潜水士の将来像
潜水士は、水中でインフラを建設・保守する唯一の職業です。
熟練した技術とICTを潜水に導入する新技術は、お互いに融合し

て
潜水作業を行うことが求められる
①．基礎技術の習得と共に、ＩＣＴ技術を駆使する潜水士
②．習得した技術により、潜水士引退後も必要とされる技術者

＋ ＋ ＝

５．潜水業の将来像
休日取得、就業時間、職場環境、福祉厚生など働く環境は急速に

改善、ICT技術の導入は、若手潜水士が活躍する場と技術者と
しての地位が向上
①．働き方改革
②．潜水士と機械・ICT技術の融合
③．ベテラン潜水士と若手潜水士の協働

＋ ＋ ＝

熟練した技術
（ベテラン）

ＩＣＴ技術導入
（若手）

次世代の潜水士
（基礎技術とICT技術）

潜水基礎技術
機械化
ICT技術

働き方改革
職場環境の改善

次世代の潜水業
（働きやすく・魅力ある職場）
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